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各      位 
 

会 社 名 株式会社 フ ル キ ャ  ス  ト 

代 表 者 名 代表取締役会長  平 野 岳 史 
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問い合わせ先 取締役 執行役員 管理本部長 上 口  康  
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株式交換による株式会社インフォピー完全子会社化に関するお知らせ 
 
平成 19 年３月 12 日開催の当社取締役会において、当社は平成 19 年５月１日を期して、下記

のとおり株式交換により株式会社インフォピーを完全子会社とすることを決定いたしましたの

で、お知らせ致します。 

 
 

記 
１．株式交換による完全子会社化の目的 

当社グループは、全国 569 ヶ所の拠点網、163 万人超のスタッフの動員力と強い営業力を

もつ短期業務請負業を中心に工場ライン業務請負および技術系人材サービス業、事務系人材

サービス等を展開する総合人材アウトソーシング企業でありますが、人材サービス事業の充

実化と経営体質の一層の強化を図るべく、業容の拡大を目指しております。 

一方、インフォピーは、パチンコ業界に特化した広告代理業を主として営んでおり、東京、

名古屋、福岡を地盤にソリューション事業、コンテンツ事業、プロモーション事業を中心に

全国パチンコホールに特徴あるサービスを提供しております。 

インフォピー社の子会社化を目指すのは、パチンコ業界における高まる接客系の人材ニー

ズに迅速に応え当社の強みを生かすだけでなく、インフォピー社の強みである各事業との提

携により、成長企業のニーズに対応する「ワンストップ・トータルソリューション」を提供

できる事で､ホール運営に関する問題解決を実現し、大きな相乗効果が見込めると判断し株

式交換により当社の完全子会社とすることといたしました。 

株式交換後、フルキャストグループは、新たなサービスメニューの充実化により総合アウ

トソーシング業としてのグループ企業価値をさらに高めてまいります。 
 

 
２．株式交換の要旨 

(１) 株式交換の日程 

株 式 交 換 決 議 取 締 役 会    平成 19 年３月 12 日 

株 式 交 換 契 約 締 結    平成 19 年３月 中旬 

株 式 交 換 承 認 株 主 総 会    平成 19 年３月 下旬 ※株式会社インフォピー 
株式交換の予定日(効力発生日)    平成 19 年５月 １日 
※株主総会は、株式会社インフォピーにおいてのみ行い、当社は会社法第 796 条第３項

の規程により、株主総会の承認を得ることなく本株式交換を行います。 
 
 
 
 



(２) 株式交換比率 

会社名 
株式会社フルキャスト 
（完全親会社） 

株式会社インフォピー 

（完全子会社） 

株式交換比率 １ 0.70 

(注) １．株式の割当比率 
株式会社インフォピーの株式１株に対して、当社の株式 0.70 株を割当て交付す

る。ただし、当社が保有する株式会社インフォピー株式 2,707 株については、

株式交換による株式の割当ては行いません。 

２．株式交換により発行する新株式数等 

普通株式  2,339 株 
また、当社は、その保有する自己株式 2,339 株を株式交換による株式の割当て

に充当いたします。 

 
(３) 株式交換比率の算定根拠等 
① 算定の基礎および経緯 

当社は、株式交換比率算定にあたり、第三者機関である株式会社エイ・ジー・エス・

コンサルティングに株式交換比率の算定を依頼いたしました。 

当社の株式価値については、東京証券取引所に上場されており、株価形成に関して

特段の異常性が認められないことから、上場企業の株式価値算定として客観性の高い

市場株価平均法を採用し、直近１ヶ月間(平成 19 年２月 13 日～平成 19 年３月９日)

および直近３ヶ月間(平成 18 年 12 月 11 日～平成 19 年３月９日)の算定を行い、これ

らを総合的に勘案して１株当たり価格を算定いたしました。なお、その算定結果は以

下のとおりです。 

市場株価平均法：１株当たり 315,368 円 

(直近１ヶ月間：１株当たり 315,368 円、直近３ヶ月間：１株当たり 298,250 円) 

株式会社インフォピーの株式価値については、株式を公開していないため、非上場

企業の株式価値算定として一般的に用いられるディスカウント・キャッシュ・フロー

方式(ＤＣＦ方式)および類似会社比較方式による算定を行い、個々の結果を総合的に

勘案し１株当たり 220,000 円と算定いたしました。 

ディスカウント・キャッシュ・フロー方式：１株当たり 229,239 円 

類似会社比較方式：１株当たり 215,091 円 

これらの株式会社エイ・ジー・エス・コンサルティングによる算定結果を勘案し、

当事者間で協議の上合意し、上記２．(２)の交換比率を決定いたしました。 
② 算定機関との関係 

第三者機関である株式会社エイ・ジー・エス・コンサルティングは、当社および株

式会社インフォピーの連結財務諸表等規則第２条第７号ならびに財務諸表等規則第８

条第 16 項に定める関連当事者に該当いたしません。 

 
 
(４) 株式交換完全子会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

株式会社インフォピーが発行している新株予約権につきましては、無償償却いたします。

なお、新株予約権付社債は発行しておりません。 
  

                          
 



３．株式交換の当事会社の概要 

（１）商 号 
株式会社フルキャスト 

（完全親会社）連結 

株式会社インフォピー 

（完全子会社）単体 

（２）事 業 内 容 総合人材アウトソーシング業 情報配信及び広告代理業 

（３）設 立 年 月 平成２年９月 平成 11 年１月 

（４）本 店 所 在 地 東京都渋谷区桜ケ丘２番６号 
東京都渋谷区道玄坂１丁目 

21 番 14 号 

（５）代 表 者 代表取締役会長  平野 岳史 代表取締役社長  笠井 英治 

（６）資 本 金 3,464 百万円    180 百万円 

（７）発 行 済 株 式 総 数 275,964 株    6,260 株 

（８）純 資 産 17,278 百万円    342 百万円 

（９）総 資 産 37,180 百万円    1,065 百万円 

（10）決 算 期 ９月 30 日    11 月 30 日 

（11）従 業 員 数 3,304 名    123 名 

（12）主 要 取 引 先 
日本通運㈱    

ヤマト運輸㈱    

㈱エムティーアイ 

㈱ニラク 

（13）大株主及び持株比率 

 

平野 岳史  (29.3％) 

 

笠井 英治       (56.8％) 

㈱フルキャスト  (43.2％) 

（平成 19 年３月１日現在） 

（14）主 要 取 引 銀 行 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行    

㈱横浜銀行    

㈱みずほ銀行    

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 

㈱みずほ銀行    

㈱三井住友銀行 

資本的関係 
当社は、株式会社インフォピーの発行済株式数の

43.2％を保有しております。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 
（15）当 事 会 社 の 関 係 

関連当事者へ

の該当状況 

株式会社インフォピーは、当社の直近の事業年度末

日以降に当社がインフォピー株式を譲り受けたこと

に伴い、持分法を適用しない関連会社となっており

ます。 

（注）当社は平成 18 年９月 30 日現在、株式会社インフォピーは、平成 18 年 11 月 30 日現在により

記載しております。 

 

（16）最近３決算期間の業績                              (単位：百万円)            

 
株式会社フルキャスト 

（完全親会社）連結 

株式会社インフォピー 

（完全子会社）単体 

決算期 平成16年９月期 平成17年９月期 平成18年９月期 平成16年11月期 平成17年11月期 平成18年11月期

売上高 49,688 67,212 90,163 2,216 2,728 3,365

営業利益又は損失(△) 3,256 4,560 4,715 74 91 △79

経常利益又は損失(△) 3,293 4,611 4,550 70 94 △64

当期純利益又は損失(△) 1,512 1,885 2,942 10 54 △84

１株当たり当期純利益

又は損失(△)  (円) 
5,603.88 6,896.52 10,757.95 2,243.42 10,072.68 △13,405.20

１株当たり配当金（円） 2,000 2,000 3,000 － － －

１株当たり純資産(円) 40,165.04 45,286.05 52,835.11 25,048.61 68,041.68 54,636.49

 



４．株式交換後の状況 
（１）商 号 株式会社フルキャスト 

（２）事 業 内 容 総合人材アウトソーシング業 

（３）本 店 所 在 地 東京都渋谷区桜ケ丘２番６号 

（４）代 表 者 代表取締役会長 平野 岳史 

（５）資 本 金 3,464 百万円 

（６）純 資 産 （現時点では未定であります。） 

（７）総 資 産 （現時点では未定であります。） 

（８）決 算 期 ９月 30 日    

（９）会 計 処 理 の 概 要 

 会計上の分類として、取得に該当する見込みであります。なお、この処理に伴い、のれんが

発生いたします。発生する金額は現時点では未定であり、その発生したのれんの償却について

は、監査法人と協議の上、その効果が発現すると見積もられる期間において定額法により償却

を行う予定であります。 

（10）株式交換による業績の影響による見通し 

本株式交換による業績に与える影響および業績見通しにつきましては、詳細が確定次第お知

らせする予定であります。 
 

以  上 
 


